
（５）福岡都市計画地区計画の変更（福岡市決定）

都市計画橋本二丁目地区地区計画を次のように変更する。 

名 称 位 置 面 積 備考

橋本二丁目地区地区計画
福岡市西区橋本一丁目、橋本二丁目及

び戸切二丁目の各一部
約 １６．７ha

理 由 

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律の一部を改正する法律（平成２７年法律第４５号） 

の施行に伴う所要の改正を行い、本案のとおり変更するものである。

（参 考）

総 括 表

区 分 
地区計画等箇所数 

(箇所) 
面 積(ha) 

計画決定済 １２０ 約１３６９．４ 

うち 再開発等促進区を含む地区計画 １３ 約 ８１．０ 

うち 集落地区計画 １ 約 ７．７ 

今回分 

決定分 －    － 

うち 再開発等促進区を含む地区計画 － － 

うち 集落地区計画 －  － 

変更分 １ 約 １６．７ 

うち 再開発等促進区を含む地区計画 －  － 

うち 集落地区計画 －  － 

計 １２０ 約１３６９．４ 
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地区整備計画

地

区

整

備

計

画

面 積 約 １６．７ｈａ

地 区 施 設 の

配 置 及 び 規 模

公  園
名 称 面 積 摘 要

公  園 約８５０㎡

広  場
名 称 面 積 摘 要

広  場 約５００㎡

その他の

公共空地

名 称 幅 員 延 長 摘 要

歩行者用通路１号

歩行者用通路２号

歩行者用通路３号

４ｍ

４ｍ

３ｍ

約３５ｍ

約９０ｍ

約３４０ｍ

歩行者用通路の維持管理に必要なもの以外は設置してはならない。

なお、歩行者用通路１号及び２号については、地区施設の整備の方針に基

づき適切な位置に配置するものとする。

地区の

区 分

地区の名称 拠点ゾーン 沿道ゾーン－１ 沿道ゾーン－２ 住宅ゾーン

地区の面積 約５．９ｈａ 約２．０ｈａ 約６．１ｈａ 約２．７ｈａ

建 

築 

物 

等 

に 

関 

す 

る 

事 

項

建 築 物 等 の

用 途 の 制 限

建築してはならない建築物は、次に掲げるものと

する。

１．マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票

券発売所、場外車券売場、勝舟投票券発売所

２．危険物の貯蔵、又は処理に供するもの。（鉄道

事業に供するもの及び建築物に附属するもの

を除く。）

３．風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する

法律第２条第１項第１号から第４号までに掲

げる用途に供する建築物

４．戸建専用住宅（都市計画道路井尻姪浜線《福岡

外環状道路》に接する敷地に限る。）

建築してはならない建築物は、次に掲げるものと

する。

１．マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票

券発売所、場外車券売場、勝舟投票券発売所

２．危険物の貯蔵、又は処理に供するもの。（石油

類の販売に供するもの及び建築物に附属する

ものを除く。）

３．戸建専用住宅（都市計画道路井尻姪浜線《福岡

外環状道路》に接する敷地に限る。） 

建築してはならない建築物は、次に掲げるも

のとする。

１．戸建専用住宅（都市計画道路井尻姪浜線《福

岡外環状道路》に接する敷地に限る。）

建 築 物 の

敷 地 面 積 の

最 低 限 度

５００㎡ ３００㎡ ２００㎡ １６５㎡

ただし、次の各号の一に該当する建築物の敷地で、その全部を一の敷地として使用するものについては、この限りではない。（この規定に適合するに至ったものを除く。）

１．巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する建築物で公益上必要なもの

２．この地区計画の告示があった日において、現に建築物の敷地として使用されている土地でこの規定に適合しないもの又は現に存する所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用するならばこ

の規定に適合しないこととなる土地

３．土地区画整理事業による換地処分又は仮換地の指定の際、現に建築物の敷地として使用されている土地でこの規定に適合しないもの又は現に存する所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使

用するならばこの規定に適合しないこととなる土地

４．都市計画道路の整備に伴い、この規定に適合しないこととなる土地

壁 面 の 位 置

の  制  限

建築物の外壁若しくはこれに代わる柱の面から

敷地境界線までの距離の最低限度は、１ｍとする。 
ただし、建築基準法施行令第１３５条の２０各号

の一に該当する建築物若しくは建築物の部分又は

壁を有しない自動車車庫（建築物に附属するもの

に限る。）については適用しない。

建 築 物 等 の

形 態 又 は

意 匠 の 制 限

１．建築物の屋根及び外壁又はこれに代わる柱の形態・意匠及び色彩は、周囲の環境に調和したものとする。

２．屋外広告物は、過大とならず周囲の環境と調和するよう色彩、大きさ及び設置場所に留意し、美観、風致を損なわないものとする。

３．高架水槽等の屋外設置物及び工作物は、露出面積を少なくするなど都市景観に配慮するものとする。

垣又はさくの

構 造 の 制 限

 道路に面して垣又はさくを設ける場合、その構造は、生け垣、若しくはフェンスなどの透視可能なものにあわせて植栽を施すなど緑豊かな街並みに配慮したものとし、コンクリートブロック又はこれに類

するものとしてはならない。

ただし、門柱及び意匠上これに附属する部分、並びにフェンスの基礎等に用いるためのコンクリートブロック等については、この限りではない。

「地区計画及び地区整備計画の区域並びに地区の区分による各ゾーンの区域は計画図表示のとおり」

理由

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律の一部を改正する法律（平成２７年法律第４５号）の施行に伴う所要の改正を行い、本案のとおり変更するものである。

朱書きは新を示す

青書きは旧を示す

黒書きは変更無しを示す
【新】
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地区整備計画
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画

面 積 約 １６．７ｈａ

地 区 施 設 の

配 置 及 び 規 模

公  園
名 称 面 積 摘 要

公  園 約８５０㎡

広  場
名 称 面 積 摘 要

広  場 約５００㎡

その他の

公共空地

名 称 幅 員 延 長 摘 要

歩行者用通路１号

歩行者用通路２号

歩行者用通路３号

４ｍ

４ｍ

３ｍ

約３５ｍ

約９０ｍ

約３４０ｍ

歩行者用通路の維持管理に必要なもの以外は設置してはならない。

なお、歩行者用通路１号及び２号については、地区施設の整備の方針に基

づき適切な位置に配置するものとする。

地区の

区 分

地区の名称 拠点ゾーン 沿道ゾーン－１ 沿道ゾーン－２ 住宅ゾーン

地区の面積 約５．９ｈａ 約２．０ｈａ 約６．１ｈａ 約２．７ｈａ

建 

築 

物 

等 

に 

関 

す 

る 

事 

項

建 築 物 等 の

用 途 の 制 限

建築してはならない建築物は、次に掲げるものと

する。

１．マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票

券発売所、場外車券売場、勝舟投票券発売所

２．危険物の貯蔵、又は処理に供するもの。（鉄道

事業に供するもの及び建築物に附属するもの

を除く。）

３．風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する

法律第２条第１項第１号から第７号までに掲

げる用途に供する建築物

４．戸建専用住宅（都市計画道路井尻姪浜線《福岡

外環状道路》に接する敷地に限る。）

建築してはならない建築物は、次に掲げるものと

する。

１．マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票

券発売所、場外車券売場、勝舟投票券発売所

２．危険物の貯蔵、又は処理に供するもの。（石油

類の販売に供するもの及び建築物に附属する

ものを除く。）

３．戸建専用住宅（都市計画道路井尻姪浜線《福岡

外環状道路》に接する敷地に限る。） 

建築してはならない建築物は、次に掲げるも

のとする。

１．戸建専用住宅（都市計画道路井尻姪浜線《福

岡外環状道路》に接する敷地に限る。）

建 築 物 の

敷 地 面 積 の

最 低 限 度

５００㎡ ３００㎡ ２００㎡ １６５㎡

ただし、次の各号の一に該当する建築物の敷地で、その全部を一の敷地として使用するものについては、この限りではない。（この規定に適合するに至ったものを除く。）

３．巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する建築物で公益上必要なもの

４．この地区計画の告示があった日において、現に建築物の敷地として使用されている土地でこの規定に適合しないもの又は現に存する所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用するならばこ

の規定に適合しないこととなる土地

３．土地区画整理事業による換地処分又は仮換地の指定の際、現に建築物の敷地として使用されている土地でこの規定に適合しないもの又は現に存する所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使

用するならばこの規定に適合しないこととなる土地

４．都市計画道路の整備に伴い、この規定に適合しないこととなる土地

壁 面 の 位 置

の  制  限

建築物の外壁若しくはこれに代わる柱の面から

敷地境界線までの距離の最低限度は、１ｍとする。 
ただし、建築基準法施行令第１３５条の２０各号

の一に該当する建築物若しくは建築物の部分又は

壁を有しない自動車車庫（建築物に附属するもの

に限る。）については適用しない。

建 築 物 等 の

形 態 又 は

意 匠 の 制 限

３．建築物の屋根及び外壁又はこれに代わる柱の形態・意匠及び色彩は、周囲の環境に調和したものとする。

４．屋外広告物は、過大とならず周囲の環境と調和するよう色彩、大きさ及び設置場所に留意し、美観、風致を損なわないものとする。

３．高架水槽等の屋外設置物及び工作物は、露出面積を少なくするなど都市景観に配慮するものとする。

垣又はさくの

構 造 の 制 限

 道路に面して垣又はさくを設ける場合、その構造は、生け垣、若しくはフェンスなどの透視可能なものにあわせて植栽を施すなど緑豊かな街並みに配慮したものとし、コンクリートブロック又はこれに類

するものとしてはならない。

ただし、門柱及び意匠上これに附属する部分、並びにフェンスの基礎等に用いるためのコンクリートブロック等については、この限りではない。

「地区計画及び地区整備計画の区域並びに地区の区分による各ゾーンの区域は計画図表示のとおり」

理由

当地区は、新たに市街化区域に編入し、地域の拠点としてふさわしい商業施設・利便施設等の立地を適切に誘導し、良好な市街地環境の形成・保全を図るため、本案のとおり決定するものである。

朱書きは新を示す

青書きは旧を示す

黒書きは変更無しを示す
【旧】
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